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喜多方市
戸籍システム
のアウトソーシ
ング

1346 1346010 050010
戸籍システムのア
ウトソーシング

１．戸籍原簿（サーバ）を市役所
に備え付けなくてもよくする

電子化された戸籍データの
サーバ管理業務をアウトソーシ
ングすることにより、行政サー
ビスの２４時間３６５日の提供を
可能とするとともに民間iDCに
おける雇用増が効果として期待
できる。

現状においては戸籍原簿の
役場保管が義務づけられて
いるために戸籍システムのア
ウトソーシングができず、その
他のアウトソーシング化され
ている業務との連携を欠き、
今後の電子自治体の進展に
おいてもサービス向上の妨げ
となるため。

戸籍法第１条，第８条，
第１１７条の２，第１１７条
の３，戸籍法施行規則第
７条

戸籍システムにおけるサー
バーについては，戸籍法第
８条の戸籍正本と同等の位
置付けであり，市町村長がこ
れを管理しなければならな
い。

3

戸籍は，国民の親族的身分関係を登録・公証す
るものであるところ，その内容は，高度な個人情
報に関するものであり，登録されている情報の漏
洩，滅失等は許されるものではないと考えられる
ため，市町村長がその職責をもって厳重に管理・
保管する必要があるものと考える。これを民間委
託することについては，プライバシー等の問題も
あり，国民からの理解も得られないと考える。

提案者の要望は、電子化され
た戸籍データのサーバ管理業
務をアウトソーシングすること
により、行政サービスの向上
を図るというものであり、個人
情報に配慮して守秘義務を課
すなど一定の要件を課すこと
も念頭に置きながら、要望の
趣旨を踏まえ再度検討し、回
答されたい。

3

たとえ民間業者に守秘義務等の一定の要件
を課したとしても，戸籍データに記録されてい
る内容の重要性にかんがみると，戸籍データ
は，市町村長としての職責をもって厳重に管
理・保管する必要があるものと考える。

船引町
中心市街地活
性化による地
域再生計画

1165 1165010 050020

役場発行の証明書
交付事務及び公共
施設の管理運営の
民間委託

現在、地方公共団体にしか認
められていない証明書等の交
付事務及び公共施設の管理運
営も民間委託することを可能と
する。

中心市街地活性化事業で建設
予定の駅舎の中に行政コー
ナーと健康増進憩いのサロンを
設け、証明書等の発行と、駅舎
の管理運営をＴＭＯなどの民間
組織に委託したい。

現在、役場の証明書等の交
付事務は地方公共団体に限
られているが、利用者の利便
性向上のため、ＦＡＸ等による
交付事務及び駅舎の管理運
営を民間団体に委託し、中心
市街地の活性化を同時に実
現する。

戸籍法第１条，第１０条，
戸籍法施行規則第１１
条，第１２条

戸籍謄本等の作成，交付，
不交付の判断等は市町村長
が行うこととなっている。

3

戸籍謄本等の請求があったときは，戸籍の記載
内容が高度な個人情報に関することであり，プラ
イバシー保護の観点から，市町村長は，請求の
事由が不当な目的によることが明らかなときは，
これを拒むことができることとされている。これら
の交付，不交付の決定は，行政処分であり，これ
を民間事業者に行わせることは相当でないと考
える。また，地方公務員には法律上の守秘義務
が課せられているが，民間事業者に同等の義務
を課すことは困難であり，個人情報保護の観点
からも，民間業者に行わせることはできないもの
と考える。

提案者の要望は、住民に身近
な場所で戸籍等証明書の交
付を民間委託で行い、利用者
の利便性の向上を図るという
ものであり、個人情報に配慮
して守秘義務を課すなど一定
の要件を課すことも念頭に置
きながら、要望の趣旨を踏ま
え再度検討し、回答されたい。

3

戸籍謄本等の交付は，行政処分であるため，
民間事業者に守秘義務等の一定の要件を課
したとしても，戸籍事務管掌者の指揮監督下
にある吏員以外の者が行うことはできないと
考える。

茨城県取手
市

市民とのパート
ナーシップによ
る地域協働社
会の構築

1355 1355020 050030
戸籍事務取扱者の
資格要件緩和

戸籍事務取扱者の資格要件緩
和
・市職員以外でも市が条例で定
めた資格要件を満たすものに
対して戸籍事務を取り扱えるよ
うにする。

市職員以外でも市が条例で定
めた資格要件を満たすものに
対して戸籍事務を取り扱えるよ
うにし、行政窓口機能の拡充を
図る。

市職員以外でも市が条例で
定めた資格要件を満たすもの
に対して戸籍事務を取り扱え
るようにし、行政窓口機能の
拡充を図るため、本提案を行
なう。

戸籍法第１条
戸籍事務は市町村長が管掌
することとされている。

3

戸籍の届書の受理，不受理の判断，戸籍謄本等
の交付，不交付の決定等は，高度な法律判断を
必要とする事項であり，その決定は，行政処分で
あることから，市職員以外の者に戸籍事務を取り
扱わせることは相当ではない。また，個人情報保
護の観点からも，法律上の守秘義務が課せられ
ていない民間事業者に戸籍事務を行わせること
は相当ではないと考える。

提案者の要望は、市が条例で
定めた資格要件を満たすもの
に限定して、市職員以外に戸
籍事務を取り扱えるようにす
るものであり、個人情報に配
慮して守秘義務を課すなど一
定の要件を課すことも念頭に
置きながら、要望の趣旨を踏
まえ再度検討し、回答された
い。

3

戸籍届出の受理や謄本の交付等は，行政処
分であるため，民間事業者に守秘義務等の一
定の要件を課したとしても，戸籍事務管掌者
の指揮監督下にある吏員以外の者が行うこと
はできないと考える。

㈱東京リー
ガルマイン
ド

PFI法の改正
（ハード・ソフト
両面にわたる
民間委託の促
進）

3080 3080010 050040 PFI法の改正

・PFI法第１条及び第２条の改正
（PFI法に定める、「特定事業」
の対象の拡大）

①既存の公立図書館をPFI手
法を用いて、民間事業者が運
営を行なう。質の高い公共サー
ビスの提供が可能になるととも
に、雇用の創出が期待できる。
②既存の矯正施設（刑務所）を
PFI手法を用いて、民間事業者
が運営を行なう。効率的な刑務
所運営と雇用の創出が可能。

建物の建設を伴わない事業
がPFIのとして認められない
と、図書館サービス事業など
はPFI事業にならないことにな
る。（刑務所運営についても
同様である。）質の高いサー
ビスや効率的な運営を行なう
ためには、PFI法を改正する
必要がある。

なし

　刑務所等では、一部の施
設において自動車運転業
務，施設周辺の警備業務，
通訳・翻訳業務などの民間
委託を行っている。

3

　御提案は、刑務所の運営にも民間事業者が参
入できるようにしてほしいという趣旨と考えられる
ところ、現在，法務省では、刑務所等の業務のう
ち、民間委託が可能な範囲を明確化し、ＰＦＩ手法
の活用等により，民間委託を推進することとして
いる。
　ただし，現在行われているような定型的な業務
に加え，民間委託の範囲を大幅に拡大するため
には，
①　法律の留保の観点から民間委託することを
可能にするための法律の根拠規定
②　公正・円滑に委託業務を行うことを可能とす
るためのみなし公務員規定
③　被収容者のプライバシー保護の守秘義務規
定
④　適正な職務遂行を確保する観点から，民間
事業者，職員等の資格要件
⑤　その他関係法令との調整規定
　などの法制上の措置について検討することが
必要と考えている。

貴省の回答には、法律の留保
の観点から民間委託すること
を可能にするための法律の根
拠規定、公正・円滑に委託業
務を行うことを可能とするため
のみなし公務員規定などの法
制上の措置について検討する
ことが必要とあるが、その検
討についての具体的なスケ
ジュール、方向性等を明確に
されたい。

3
当面，構造改革特区制度を活用することも含
め，可及的速やかに検討を行うこととしてい
る。

青森県
国際線を核とし
た地域の活性
化

1107 1107010 050050

ＣＩＱ関係機関の連
携と体制強化（県職
員による応援も含
む）

・地域の活性化、ビジット・ジャ
パン・キャンペーン推進のた
め、地方空港におけるＣＩＱ関係
要員の充実及び弾力的な相互
応援など、関係省庁の連携と柔
軟な体制の確保による地方空
港の国際化促進に向けた支援
・国際線運航時におけるＣＩＱ関
連業務について、県職員の応
援が可能となるような制度の導
入

青森・ソウル線の増便をはじめ
とする青森空港の国際化促進

ＣＩＱは、それぞれ所管省庁が
分かれており、各機関の連携
により体制が整わないと国際
線の運航ができないため

－

青森空港における出入国審
査については，青森港出張
所の職員が対応している
が，必要に応じて近隣の出
張所か仙台入国管理局から
応援職員を派遣するなど，
機動的かつ柔軟に対応して
いる。

3 －

青森港出張所について現時点で更なる体制の強
化は困難であるが，国際線入港時の対応につい
ては青森県，ＣＩＱ機関を始めとした関係機関と十
分連絡を取り合い，協力してまいりたい。
なお，県職員による上陸審査等直接の権限行使
は困難であるが，国際線入港時の場内整理等可
能な範囲の協力をお願いしたい。

提案者の要望は、青森空港に
おけるCIQ関係要員の充実及
びCIQ関連業務について、県
職員の弾力的な応援ができな
いかというものであり、その趣
旨を踏まえ再度検討し、回答
されたい。

3

前回回答のとおり，県職員による上陸審査等
直接の権限行使は困難であるが，国際線入
港時の場内整理等につき，県職員の弾力的
な応援は可能である。
また，国際線入港時の対応については，引き
続き，青森県，ＣＩＱ機関を始めとした関係機
関と十分連絡を取り合い，協力してまいりた
い。
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深川市
深川市地域活
性化戦略

1018 1018020 050060

地域の中小企業を
対象とする認証可
能な「公的法人認
証」制度の創設

取引の安全性を高め、参入を
容易ならしめるため、企業等の
識別を確保する制度の創設

地域ポータルサイトを構築し、
自治体から認証を受けた個人、
企業等の経済主体がＩＣカード
（住基カード）に格納された認証
機能により電子商取引市場に
自由に参入し、地域の農産物
等のショッピングモールを設け
たり、企業間取引を行うなど、
地域の経済活動の振興を図
る。
ＩＣカードにより取引の安定性、
安全性は増し、個人や事業者
の決済基盤を強化する。

多様な経済主体の参入を可
能とすることで地域経済の活
性化を図り、雇用の創出が実
現できる。

商業登記法（昭和38年法
律第125号）第12条の２
第１項及び第３項
商業登記規則（昭和39年
３月11日法務省令第23
号）第9条第１項，第33条
の５

「商業登記に基づく電子認証
制度」について
　
　法人の登記情報に基づい
て，登記所に印鑑を提出し
ている法人の代表者につい
て，その公開鍵や法人の名
称，主たる事務所，代表者
の資格・氏名の登記事項を
証明する電子証明書を発行
する制度であり，電子政府
における公的法人認証基盤
として位置付けられている。
平成16年度早期には全国の
すべての法人について制度
の利用が可能となる予定

6

地方自治体が構築した地域ポータルサイトに参
加する中小企業等について，当該自治体がその
参加登録情報に基づき当該中小企業が登録企
業等であることをＩＣカードを活用して認証する制
度は，当省が所管するところではない。
なお，会社等の法人は，登記することにより法人
格を取得するものであるが，当該法人格やその
代表者の権限等について，ネットワーク上で確認
するための制度としては「商業登記に基づく電子
認証制度」が構築されており，平成16年度早期
には全国のすべての法人について制度の利用
が可能となる予定であり，当該ポータルサイトへ
の参加登録事務に当該電子認証制度を利用す
ることは可能と思料する。

㈱東京リー
ガルマイン
ド

有資格者の派
遣事業（コミュ
ニティ・ビジネ
スの促進）

3084 3084010 050070
有資格者の派遣事
業（コミュニティ・ビ
ジネスの促進）

厚生労働省の労働者派遣事業
関係業務取扱要領の改正。
具体的には、第２　適用除外業
務等　３　適用除外業務以外の
業務に係る制限の２）を削除す
る。

コミュニティビジネスの事業体
の会計・税務・社会保険関係事
務などについて専門知識の面
から支援するため、士業者をそ
れら事業体に派遣する。

コミュニティビジネスの定着･
発展は地域活性化にとって重
要。定着･発展のためには経
営の効率化やスタッフの待遇
改善がされなければならず、
そのため士業者の支援が必
要不可欠となる。資金の少な
い事業体が士業者の支援を
受けられるには、その派遣労
働を認める必要があるため。

①弁護士法（昭和２４年
法律第２０５号）第７２条
②司法書士法第７３条第
１項，土地家屋調査士法
第６８条第１項

①弁護士又は弁護士法人で
ない者は，報酬を得る目的
で，法律事件に関して法律
事務を取扱い，又はその周
旋をすることを業することが
できない。
②司法書士又は土地家屋調
査士の業務については，労
働者派遣の対象とはならな
い。

7

①「労働者派遣事業関係業務取扱要領」において、「資格者個人がそれぞれ業務の委託を受けて

当該業務を行う（当該業務については指揮命令を受けることがない）ことから、労働者派遣の対象

とならないものとする」と規定しているのは、資格を有しない労働者派遣業者が、弁護士との間の

雇用契約に基づく指揮命令を通じて、実質的に派遣先の法律事務を取り扱うおそれがあるなど、弁

護士法第７２条に抵触する事態を生じかねないことから、これを禁じているものである。したがって、

同規定を廃止する必要はない。

　すなわち、弁護士を労働者派遣の対象とすることを認めると、①労働者派遣業者が、弁護士との

間の雇用契約に基づく指揮命令を通じて、実質的に派遣先の法律事務を取り扱うことになるおそれ

があること、②労働者派遣業者が弁護士に法律事務を周旋し、その対価を得ることになること、と

いった弁護士法第７２条に抵触する事態が生じる。

　この点については、従前から、派遣元と派遣資格者との間の雇用関係に基づく指導・監督権限が

資格の対象となっている業務に及ばないよう、労働者派遣契約あるいは法律で明確にすれば資格

者の派遣は可能ではないかとの指摘がある。

　しかし、雇用関係における指揮監督権の行使は、個別的な指揮命令のみならず包括的な指揮命

令も含むものであり、弁護士法第７２条は、そのような包括的な指揮命令も含めて、無資格者の弁

護士業務への介入のおそれを排除する規定である。

　したがって、派遣する弁護士の資格の対象となっている業務については、派遣元の個別の指揮

命令が及ばない旨を契約あるいは法律において明確にしたとしても、無資格者である派遣元が、派

遣先に弁護士を派遣して法律サービスを提供させ、当該派遣の対価を得ること自体が、派遣元が

包括的な指揮命令の行使による実質的な法律事務の取扱い、あるいは「周旋」と評価されて、弁護

士法第７２条に抵触するおそれがある（そして、このことは、派遣先が弁護士法人であるかどうかと

は関係しないものである。）。

　なお、弁護士法第７２条の規制について、特区という特定の地域内に限定してその規制対象・範

囲を変更することは、①現代においては、高度通信機器等を利用して遠隔地の当事者にも法律

サービスを提供することが可能であること、②弁護士が取り扱う事件において、当事者、関係者、関

係物件等のすべてが特定の地域内に存在し、その影響がすべて同地域内に止まる事件はほとん

ど想定しがたいことなどからして、場所的な限定は意味を持たないから、相当ではないことを付言

する。

②司法書士又は土地家屋調査士を労働者派遣の対象とすることを認めると，労働者派遣事業者が

司法書士又は土地家屋調査士との間の雇用契約に基づく指揮命令を通じて，実質的に派遣先で

の司法書士事務又は土地家屋調査士事務を取り扱うおそれがあり，司法書士法第７３条第１項又

は土地家屋調査士法第６８条第１項に抵触する事態が生じることになる。この点については，従前

から，派遣元が雇用契約上有する指揮命令権限が資格の対象となっている業務に及ばないよう，

労働者派遣契約あるいは法律で明確にすれば資格者の派遣は可能ではないかとの指摘がある。

しかし，雇用契約上の指揮命令権は，雇用主が有する本質的な権限であり，雇用主としての包括

的な指揮命令権が資格の対象となっている業務に及ばないようにすることは考えられない。例えば，

ある案件を抱えている企業（派遣先）が，派遣業者に当該案件の処理のために派遣元に司法書士

又は土地家屋調査士の派遣を依頼し，これに応じて派遣元が司法書士又は土地家屋調査士を派

遣する場合，当該司法書士又は土地家屋調査士は，派遣先の当該案件を受任することについて，

派遣元の指揮命令を受けていることになる。司法書士法第７３条又は土地家屋調査士法第６８条は

そのような包括的な指揮命令も含めて，無資格者の司法書士及び土地家屋調査士業務への介入

のおそれを排除する規定である。したがって，派遣する司法書士又は土地家屋調査士の資格の対

象となっている業務については，派遣元の個別の指揮命令が及ばない旨を契約あるいは法律にお

いて明確にしたとしても，無資格者である派遣元が，派遣先に司法書士又は土地家屋調査士を派

遣してサービスを提供させ，当該派遣の対価を得ること自体が，派遣元が包括的な指揮命令の行

使による実質的な事務の取扱いに該当するのであり，司法書士法第７３条又は土地家屋調査士法

第６８条に抵触するおそれがある（なお，このことは，派遣先が司法書士法人又は土地家屋調査士

法人であるかどうかとは関係しないものである。）。

稚内市
地球環境に貢
献する国際交
流都市の形成

1327 1327030 050080
入国管理局出張所
の体制整備

稚内・コルサコフ間定期航路や
稚内空港の国際化により、サハ
リン州からの人の往来の増加
が期待される中、入国管理局
出張所職員の増加による体制
整備が必要である。

サハリン大陸棚石油・天然ガス
開発事業やインフラ整備等によ
り稚内港を中継基地とした貨物
の輸出入が増加しており、ま
た、稚内・コルサコフ間定期航
路や稚内空港の国際化によ
り、サハリン州からの人の往来
の増加が期待される中、CIQの
体制整備等による港湾機能の
充実は当市が目指す国際交流
都市の形成に資するものであ
り、地域経済の活性化や地域
雇用の創出に繋がるものであ
る。

稚内・コルサコフ港間の定期
航路が夏期間50往復運航し、
約5千人に利用され、また、稚
内空港の国際化により、サハ
リン州からの人の往来の増加
が期待される中、入国管理局
出張所職員の増加による体
制整備が必要である。特区に
より税関の体制整備は進んだ
が、入国管理、植物検疫など
関係機関の体制整備による
稚内港の一層の機能強化が
必要である。

－

稚内空港における出入国審
査については，稚内港出張
所の職員が対応している
が，必要に応じて札幌入国
管理局から応援職員を派遣
するなど，機動的かつ柔軟
に対応している。

3 －

稚内港出張所について，現時点で，更なる体制
の強化は困難であるが，国際線入港時の対応に
ついては，関係機関と十分連絡を取り合い，協力
してまいりたい。

提案者の要望は、稚内空港に
おける入国管理局出張所職
員の増加による体制整備とい
うものであり、その趣旨を踏ま
え再度検討し、回答されたい。

3

稚内港出張所について，現時点で，更なる体
制の強化は困難であるが，国際線入港時の
対応については，引き続き，関係機関と十分
連絡を取り合い，協力してまいりたい。

大分県

港湾CIQ利便
性向上のため
の国・県タイ・
アップ計画

2060 2060020 050090
入国管理局、税関
の非常勤職員制度
創設

港湾を開港、不開港の二つに
峻別する関税法を見直し、業務
量の見通しが一定量に達しな
い港についても、入国管理局、
税関が職員OB等を非常勤職員
として雇用し、柔軟に入出港手
続を行うことができるようにする

別府港に、入国管理局、税関
が、職員OB等を非常勤職員と
して雇用し配置することで、適
宜、柔軟に入出港手続を行うこ
とができるようにし、いつでも入
国管理、税関業務を行える体
制を構築する。

現在、不開港である別府港
に、国際観光クルーズ船が入
出港する場合には、不開港入
出港手続を行い、入国管理
局、税関、検疫所から職員の
出張予定の調整を行うことが
必要になる。これらは、業者
にとって負担となっており、別
府港への入出港を敬遠する
原因になっている。

－

入国管理局の定年退職者等
を入国管理局関係の専門知
識要する職場において活用
しているところである。

3 －

現状においても，入国管理局の定年退職者等を
入国管理局関係の専門知識を要する職場にお
いて活用しており，今後も当分の間，入国管理局
の退職者数は現状程度となることが見込まれる
ことから，これ以上の退職者の活用は困難であ
る。
なお，別府港において船舶が入出する場合に
は，担当官署のほか近隣の出張所等からの応
援体制を強化するなど機動的な体制を確保する
ことにより対応しているところである。

提案者の要望は、別府港にお
ける入出港手続を柔軟に行え
る体制を整備するために、職
員OB等を非常勤職員として雇
用し配置しようとするものであ
り、その趣旨を踏まえ再度検
討し、回答されたい。

3

別府港における入国管理局の退職者の活用
は現時点で困難であるが，同港において船舶
が入出する場合には，引き続き，担当官署の
ほか近隣の出張所等からの応援体制を強化
するなど機動的な体制を確保することにより
対応することとしたい。
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豊橋市
多文化共生ま
ちづくり構想

1261 1261010 050100
外国人登録申請様
式のユニバーサル
デザイン化

外国人登録法施行規則の改正
し、ポルトガル語版・中国語版
の申請書を作成する。

外国人登録法施行規則の改正
し、申請書様式のポルトガル語
版・中国語版を作成すること
で、多くの外国籍市民が自ら外
国人登録申請できるようユニ
バーサルデザイン化を図る。

現在、日本語と英語の標記で
あるため、他母国語の外国籍
市民１人だけでは外国人登録
申請できないため。

外国人登録法第３条第１
項，第８条第１項及び第
２項，第９条第１項及び
第２項，第９条の２第１

項，第９条の３第１項，外
国人登録法施行規則第
１条第１項，第９条第１

項，第１１条，第１２条第
１項，別記第１号様式，
第１０号様式及び第１１

号様式

現行，外国人登録申請書に
ついては，日本語，英語併
記のものを使用しているとこ
ろである。
また，多様な言語に対応で
きるようポルトガル語，中国
語を含む９か国語による「外
国人登録申請書記入見本
集」を全国の市区町村に配
付している。

5 －

全市町村に配付している「外国人登録申請書記
入見本集」の活用により対応可能であると考え
る。
なお，地方自治体が独自に住民サービスとして
英語以外の外国人登録申請書の作成を行うこと
は問題がない。

豊橋市
多文化共生ま
ちづくり構想

1261 1261020 050110
転出時の届出の義
務化

外国人登録として転出時の届
出を義務化する。

外国人登録として転出時の届
出制の義務化を図り、住所地を
把握し、税金・社会保障等の適
切な管理を行う。
居住地変更等の手続きは住民
基本台帳と整合性を持たせ、特
に転出時の届け出制を検討し、
入国管理局からの出国者等の
連絡の迅速化を図る。

転出時の届け出制がないた
め、市税・国保税・健康保険
などが滞納及び徴収不能とな
る事例が多数あるため。

外国人登録法第８条

外国人が居住地を変更した
場合には，新居住地に移転
した日から１４日以内に新居
住地の市区町村の長に対
し，変更登録申請をしなけれ
ばならない。

8 －

外国人が居住地を変更した場合には，新居住地
の市区町村長に対する居住地変更の登録申請
が義務付けられており，かかる申請を受けた市
区町村長は旧居住地の市区町村長に対し当該
外国人に係る登録原票の送付を請求しなければ
ならないこととなっているので，旧居住地の市区
町村長は転出時の届出義務がなくても当該外国
人が転出した事実を知ることができる。
なお，転出時の届出に関しては，昭和３１年の外
国人登録法の一部改正の際，外国人の負担軽
減及び事務の簡素化を図る観点から，これ廃止
した経緯がある。

茨城県

ひたちなか地
区の土地活用
及び港湾利用
推進プロジェク
ト

1278 1278050 050120

外国人である乗員
の上陸許可手続の
簡素化に係る国の
機関の連携

　外国人である乗員が休養，買
物その他のこれらに類似する
目的をもって上陸する場合にお
ける乗員上陸許可証について，
対象区域内の国の港湾関係官
公署の端末から電子的方法に
よる交付を可能とする。

　平成１５年７月から港湾手続
のシングルウインドウシステム
が稼働し，各種申請手続につ
いてはワンストップサービス化
が図られたが，同システム稼働
後も，上陸許可証の交付を受
ける場合は，出入国管理事務
所まで出向く必要がある。
　このため，乗員上陸許可証
を，対象区域内の国の港湾関
係官公署の端末からの交付を
可能とすることにより，手続面・
費用面でのコストを低減する。

　シングルウインドウシステム
の稼働により，各手続に共通
する情報の重複入力の手間
を省くことや，複数の行政機
関への申請をひとつの窓口
から行うことが可能となったと
ころである。しかしながら，同
システム稼働後も，上陸許可
証の交付については，個人認
証等のセキュリティ上の問題
等により，出入国管理事務所
まで出向く必要があるとされ
ている。このため，乗員上陸
許可証の交付について，セ
キュリティの問題にも対応で
きるよう，ひたちなか地区内
の国の港湾関係官公署が連
携し，それぞれの端末からの
交付を可能とすることを提案
するものである。

出入国管理及び難民認
定法第１６条，出入国管
理及び難民認定法施行
規則第１５条，第６１条の
３，別記様式第２１号様
式

乗員上陸許可書については
書面交付としている。

7 －

国の他機関における乗員上陸許可書の交付に
ついては，新たなプログラム開発を伴うものであ
り実施は困難である。
なお，国として新たなセキュリティシステムを開発
することについては，その実施は困難であるが，
今後，セキュリティシステムの内容等については
検討してまいりたい。

千葉県
成田空港を活
用した周辺地
域の活性化

1304 1304030 050130
トランジット客の専
用窓口の設置

現在、成田空港の国際線に
は、年間３００万人以上の通過
者(トランジット客）が利用してお
り、平行滑走路の運用開始によ
り、その数は更に増加すること
が予想される。トランジット客の
中には長時間空港内に待機す
る者が多数いると考えられるこ
とから、これらの通過者が、待
機時間を利用して、空港周辺で
観光や買い物を楽しむ等有意
義に過ごせるよう、成田空港に
おけるトランジット客専用の出
入国審査窓口の設置を提案し
たい。

　現在、成田空港には年間約
320万人（平成14年）に及ぶ国
際線の通過者（トランジット客）
がおり、この中には次の国際便
への待ち時間を利用して観光
等を楽しむため我が国に上陸
する者がいる。そのパターンと
しては、査証相互免除国から査
証の取得なしに上陸する場合
と、寄港地上陸許可を得て72時
間の範囲で上陸する場合（主に
査証相互免除国以外の国から
の外国人）がある。これらの外
国人は、通常、他の目的で出
入国する外国人と同一の窓口
で審査を受けている。
　出入国窓口では発着便の集
中等によりしばしば混雑が生
じ、手続きに長い時間を

出入国手続きに長時間を要
することがあり、トランジット客
が空港外で空港周辺の観光
や買い物を楽しむ障害となっ
ていることから、トランジット客
専用の出入国審査窓口が求
められる。

出入国管理及び難民認
定法第１４条

トランジット客については，
空港内のトランジットエリア
に止まり，乗り継ぎの航空機
に乗船するか，寄港地上陸
の許可を受けて，７２時間以
内の範囲内で，出入国港の
近傍に上陸することとなる。

7 －

成田空港入国者数は年々増加しており，トラン
ジット客専用の新たな専用窓口を設けることは，
更なる出入国審査窓口の混雑を招くおそれがあ
ることから実施困難である。
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愛知県、豊
橋市、蒲郡
市、田原
市、御津町

国際自動車産
業交流都市

1352 1352060 050140
国における外国人
に対する諸政策の
一本化

三河港地域を構成する自治体
には、外国人が多く居住し、自
動車産業に勤務する者も多い。
外国人との共生は今後のこの
地域の重要な課題であるが、
外国人に関わる各種制度が関
係省庁により個別に運営されて
いるため、外国人にとって不便
である。そこで、入国管理をは
じめとして査証許可や医療・保
険・教育等の外国人に関連す
る施策について国において窓
口を一元化するなど総合的な
対応を図る。これにより、在住
外国人も日本人と同様に生活し
働ける多文化共生社会を整備
することで、在住外国人の日本
における長期的生活設計が可
能となり、不動産の購入や教育
支出など経済効果が期待でき
るとともに、外国人の企業によ
る雇用の増大が期待できる。

国において、多文化共生推進
のための基本方針の策定や、
それを実現するため諸課題に
取組み下記の省庁間の調整を
行うための統括窓口を設置す
る。
①入国・在留審査・管理(法務
省）
②査証発給（外務省）
③日本語教育、子女教育(文部
科学省）
④医療保険、年金、雇用管理
(厚生労働省）
⑤地方自治体への支援等(総
務省）
⑥不法滞在者・治安対策(警察
庁）

外国人の長期滞在化・永住化
傾向が高まっており、地域の
一員として生活するようにな
ることで、教育・保険・医療な
ど現行の法制度では対応しき
れない多くの問題が発生して
いる。また、国においてこれら
外国人の長期滞在化・永住化
に対応する基本方針が明ら
かでなく、対応する総合窓口
等も存在しないため、地方公
共団体においてこれらの問題
への対応が困難となってい
る。

－
外国人に係る行政について
は，関係省庁間で連携を
図っている。

3 －

行政効率の観点から新たに統括窓口を設置する
ことは困難であるが，外国人に係る行政につい
ては関係省庁間で連携を図っており，今後とも関
係機関の連携を密にしてまいりたい。

提案者の要望は、外国人に対
する諸政策一本化のための、
省庁間の調整を行うための総
括窓口設置を要望しているも
のであり、これについて再度
検討し、回答されたい。

3

行政効率の観点から新たに統括窓口を設置
することは困難である。外国人に係る行政に
ついては関係省庁間で連携を図っており，今
後とも関係機関の連携を密にすることにより，
総合的な施策の推進に努めてまいりたい。

愛知県
あいち・なごや
モノづくり産業
振興構想

1354 1354040 050150
国における外国人
に対する諸政策の
一本化

名古屋圏には、外国人が多く居
住しているが、外国人との共生
は今後のこの地域の重要な課
題であるが、外国人に関わる各
種制度が関係省庁により個別
に運営されているため、外国人
にとって不便である。そこで、入
国管理をはじめとして査証許可
や医療・保険・教育等の外国人
に関連する施策について国に
おいて窓口を一元化するなど
総合的な対応を図る。これによ
り、在住外国人も日本人と同様
に生活し働ける多文化共生社
会を整備することで、在住外国
人の日本における長期的生活
設計が可能となり、不動産の購
入や教育支出など経済効果が
期待できるとともに、外国人の
企業による雇用の増大が期待
できる。

国において、多文化共生推進
のための基本方針の策定や、
それを実現するため諸課題に
取組み下記の省庁間の調整を
行うための統括窓口を設置す
る。
①入国・在留審査・管理(法務
省）
②査証発給（外務省）
③日本語教育、子女教育(文部
科学省）
④医療保険、年金、雇用管理
(厚生労働省）
⑤地方自治体への支援等(総
務省）
⑥不法滞在者・治安対策(警察
庁）

外国人の長期滞在化・永住化
傾向が高まっており、地域の
一員として生活するようにな
ることで、教育・保険・医療な
ど現行の法制度では対応しき
れない多くの問題が発生して
いる。また、国においてこれら
外国人の長期滞在化・永住化
に対応する基本方針が明ら
かでなく、対応する総合窓口
等も存在しないため、地方公
共団体においてこれらの問題
への対応が困難となってい
る。

－
外国人に係る行政について
は，関係省庁間で連携を
図っている。

3 －

行政効率の観点から新たに統括窓口を設置する
ことは困難であるが，外国人に係る行政につい
ては関係省庁間で連携を図っており，今後とも関
係機関の連携を密にしてまいりたい。

提案者の要望は、外国人に対
する諸政策一本化のための、
省庁間の調整を行うための総
括窓口設置を要望しているも
のであり、これについて再度
検討し、回答されたい。

3

行政効率の観点から新たに統括窓口を設置
することは困難である。外国人に係る行政に
ついては関係省庁間で連携を図っており，今
後とも関係機関の連携を密にすることにより，
総合的な施策の推進に努めてまいりたい。

石川県
外国人観光客
の誘致促進

1053 1053010 050160
外国人観光客の誘
致促進

①中国人観光客の訪日旅行査
証の解禁地域の拡大

②外国人観光客に対する入国
審査の簡素化、迅速化

③海外における観光誘客宣伝
の展開

①中国人観光客の訪日旅行査
証の解禁地域の拡大
　　解禁＝北京市､上海市､広
東省(H12.9)
　　予定＝天津市､遼寧省､山
東省､江蘇省、浙江省
　※解禁予定地区の早期実現
　　観光ビザの全面的な解禁及
び免除
②外国人観光客に対する入国
審査等の簡素化、迅速化
　※小松空港、能登空港での
手続き
③海外における観光誘客宣伝
の展開
　※VJCの積極的な展開
　　一地方では世界的なPRは
困難

　地域においては、誘客促進
のための観光地整備やもて
なしの推進などの受け地整備
を進めるが、海外からの誘客
宣伝など発信側における取組
みについては、地方としては
財政的に限度がある。
　国においては、訪日手続き
の簡素化やＶＪＣなどによる
誘客ＰＲを積極的に推進願い
たい。

－
入国審査については迅速化
に努めているところである。

（①につ
いて）6

（②につ
いて）8

－

（①について）
査証については外務省の所管であるが，中国団
体観光旅行のための査証の発給対象地域の拡
大については，現在関係省庁及び中国当局間に
おいて協議中である。

（②について）
観光立国の推進のために，入国審査の迅速化
に努めているところである。

小野町
健康・安心のま
ちづくりによる
地域再生

1240 1240080 050170

夏休み等の学校の
休業中の期間、外
国人を招聘し、英語
や外国の異文化に
触れさせる

夏休み等の学校の休業中の期
間、外国人を招聘し、英語や外
国の異文化に触れさせ国際化
へ対応できる人づくりを推進す
るため、短期滞在資格による外
国人講師招聘を可能としてほし
い。

短期滞在資格による活動内容
が拡大されることで、外国の大
学生等を小中学校の夏休み期
間中に外国語講師として招聘
でき、英語や異文化を体験させ
ることができ、語学力の向上や
国際化へ対応しうる人材育成
が図られる。

短期滞在資格による活動は
「臨時の報酬等」により規定さ
れているところであるが、夏
休み期間中等の短期間での
外国人講師招聘（大学生等）
を容易にするために、短期滞
在資格による活動範囲の拡
大が必要である。

出入国管理及び難民認
定法第１９条，別表第１

在留資格「短期滞在」におい
て，収入を伴う事業を運営す
る活動又は報酬を受ける活
動を行うことはできない。

1 Ⅳ

地方公共団体が実施するプログラムに参加する
外国人学生に限り，地方公共団体が当該外国人
の滞在中の活動について責任を負うことを前提
に，特例的に入国・在留を認めることについて検
討する。

提案者の要望は、小中学校
の夏休み期間中などに外国
の大学生等が外国人講師とし
て報酬を受ける活動を行うの
を認めてほしいというものであ
り、それが実現可能かどうか
について明らかにした上で、
実施予定時期及び実施内容
を明確にされたい。

2 Ⅳ

外国の大学の学生が夏期休暇等を利用して，
地方公共団体が実施する異文化交流を目的
としたプログラムに参加し，報酬を受けて，我
が国の小中学生に対し国際文化交流に係る
講義を行う活動について，地方公共団体が当
該学生の滞在中の活動について責任を負うこ
とを前提に，「特定活動」の在留資格で入国・
在留を認めるため，平成１６年度中に告示改
正を行う予定である。
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15.提案主
体名

19.地域再生構
想の名称

a.地域再
生構想管
理番号

b.支援措置
提案事項管

理番号

c.管理コー
ド

27.地域再生のため
の支援措置に係る

提案事項
（事項名）

28.地域再生のための支援措置
に係る提案事項の内容

31.具体的事業の実施内容 32.提案理由
37.提案事項に関連する
法令、告示、通達等の定

め
38.制度等の現状

39.措置
等の分類

40.措置
等の方法

41.措置等の概要（対応策）
44.地域再生推進室から各府

省庁への再検討要請

45.「措置等
の分類」の

見直し

46.「措置等
の方法」の

見直し
47.再検討要請に対する各府省庁からの回答

兵庫県・
篠山市

陶芸文化の郷
づくり構想

2100 2100020 050180
地域内連携事業の
効果的な取り組み

外国人の滞在に関する規制を
緩和することにより、県立陶芸
館（仮称）、陶の郷、地元陶磁
器組合、地元作家等が連携し
て行う海外作家招聘事業を活
発化し、国際交流を促進すると
ともに、若手作家の育成及び地
域の活性化に寄与する。

短期滞在等の資格で来日する
海外作家に対し、有報酬活動
の規制を緩和することによる国
際文化交流の活性化

海外作家招聘事業等におい
ては、来日した海外作家が地
元作家や住民等と多彩に交
流することが望まれるが、報
酬を得ての活動ができない
等、在留資格外の活動につい
て制限があり、規制の緩和を
図る必要がある。

出入国管理及び難民認
定法第１９条，別表第１

在留資格「芸術」に該当する
場合は，報酬を得る活動を
行うことが可能である。

8 － 現行制度で対応可能である。

川崎市
川崎臨海部再
生－アジア起
業家村構想

1178 1178050 050190
投資・経営の在留
資格について在留
期間の延長

国際的な起業家支援・育成に
取り組む地域については投資・
経営にかかる在留資格につい
て、在留期間を３年から５年に
延長する。

国際環境特区内に日中の環境
系を中心としたベンチャーの集
積を誘致するとともに、上海交
通大学などとの提携によりシン
ポジウムの開催などを通じた相
互情報の企業への提供、産学
の相互ネットワークの形成、国
際インキュベーション機能の設
置による中国をはじめとするア
ジア起業家の育成を進める。

国際的な創業支援（インキュ
ベーション）を進めるにあた
り、インキュベーション期間３
年は一般的には短すぎ、５年
程度の期間が必要である

出入国管理及び難民認
定法第２条の２第３項

在留期間の上限は３年とさ
れている。

8 －

在留期間の更新許可を受けることにより対応可
能である。
なお，在留期間の上限に係る特例措置について
は，例えば，外国人研究者については一定の研
究分野について研究から起業までの在留期間を
認めることにより産業の育成を支援するという目
的から在留期間の特例を認めたものであり，要
望にあるような単純な在留期間の特例を講じるこ
とは困難である。

提案者の要望は、国際的な創
業支援を進めるにあたり、現
行の在留期間の延長を求め
るものであり、その趣旨を踏ま
え再度検討し、回答されたい。

8

国際的な創業支援を進めるためとの趣旨で在
留期間の上限の伸長を行う特段の必要性は
認められないことから要望にあるような特例を
講じることは困難である。

鈴鹿市

健康・福祉・リ
ハビリテーショ
ン関連人材育
成・産業創出
構想

2129 2129030 050200
外国人研究者の入
国、滞在の規制緩
和

　外国人研究者の在留期間を3
年から5年に延長する。

国際競争力の強化
　海外から優秀な研究者を大
学や企業に受け入れることによ
り、産業の国際競争力が向上
する。

　外国人研究者の在留期間
が3年と短いため、外国人研
究者の研究環境が不十分で
ある。

出入国管理及び難民認
定法第２条の２第３項

在留期間の上限は３年とさ
れている。

4 －
外国人研究者受入促進事業（５０１，５０２，５０
３）において対応可能である。

鈴鹿市

健康・福祉・リ
ハビリテーショ
ン関連人材育
成・産業創出
構想

2129 2129040 050210
外国人研究者の研
究成果を活用した
営利活動の緩和

　外国人研究者の研究成果を
活用した営利活動ができるよう
に規定を緩和する。

国際競争力の強化
　営利活動の緩和により、外国
人研究者の製品開発への意欲
を向上させる。

　外国人研究者の営利活動
制限により、研究意欲を低下
させている。

出入国管理及び難民認
定法第１９条

入管法上，外国人研究者に
ついては就労資格として位
置付けられており，在留資格
「研究」の活動に属する収入
を伴う活動等を行うことは可
能である。

4 －

外国人研究者受入れ促進事業（５０１，５０２，５０
３）において，在留資格「投資・経営」への在留資
格変更許可を受けずとも，研究成果を利用した
起業等の活動を行うことが可能である。

愛媛県

松山西部臨海
地域における
新都市拠点形
成構想

2150 2150020 050220

外国人に対する在
留資格の要件緩和
及び在留資格の変
更の円滑化

①外国人が当該「投資・経営」在留資格
を取得する際に求められる、「２人以上
の日本人の常用雇用又は500万円以上
の投資」（事業規模要件）、「事業経営・
管理者が３年以上の経験を有し、日本
人と同等以上の報酬を受け取る」（経営
管理者要件）について、愛媛県が指定
する外国企業向けの特定施設に入居す
る場合に限り、以下の通り要件を緩和
する。
・事業規模要件：雇用については在留
資格取得後、1年以内に雇用することを
要件（前提条件ではなく、事後の充足要
件とする。）とするとともに、投資につい
ては300万円以上に要件緩和を行う。
・経営管理者要件：報酬に関する要件を
除外する。
②構造改革特区の特例措置において、
地方公共団体等が外国企業に対し支店
等の施設を提供する場合に、支店等開
設準備を行う外国企業の職員に対し
「企業内転勤」の在留資格を付与するこ
ととなったが、在留資格の対象施設を
地方自治体による入居賃料補助等の支
援措置の対象となる施設や、地方自治
体が出資する第三セクターが整備・提
供を行う施設も対象とする。

〔具体的取り組み〕
○当該地域においては、FAZ関連
施設を中心とした貿易インフラに加
え 、 Biz Port オ フ ィ ス 等 の ベ ン
チャー企業集積施設の整備がされ
ている他、国内主要都市を結ぶ国
内路線はもとより国際航空路線の
開設も進む松山空港に近接する一
方で、中心市街地にも交通至便で
あるなど、外国（外資系）企業に
とって魅力的な立地条件を持って
おり、今後、IT関連企業をはじめと
した外国人企業家や技術者のビジ
ネス活動や外国（外資系）の立地・
創業を進めるため、外国人の国内
でのビジネス活動のボトル・ネック
となっている在留資格等の要件緩
和を実現し、当該地域への外国企
業の集積促進を図る。
〔実施主体〕国
〔効　果〕
・外国（外資系）企業の立地による
雇用創出
・外国（外資系企業）と県内企業と
の取引拡大による事業機会の拡
充
・先進的な技術・ノウハウ等の地域
産業への移転・波及　等
〔実施時期〕平成16年度以降

　外国企業の現地法人代表
者が事業経営を行うためには
「投資・経営」の在留資格が必
要となるが、在留施策を得る
ためには、左記「事業規模要
件」や「経営管理者要件」を満
たす必要があるが、在留資格
を得られない段階で事業所の
確保や現地職員の確保、報
酬額の保証等を求めることか
ら、進出企業の負担が大きい
ものとなっている。
　また、「企業内転勤」につい
ても、技術・業務経験（1年以
上）や報酬要件（日本人と同
等以上）等の資格要件が定め
られており、効率的な従業員
派遣ができない。

出入国管理及び難民認
定法別表第１，出入国管
理及び難民認定法第７
条第１項第２号の基準を
定める省令の表「投資・
経営」及び「企業内転勤」
の項

「投資・経営」の在留資格に
ついては，経営を行う外国人
について，投資の規模とし
て，「２人以上の本邦に居住
する者で常勤の職員が従事
して営まれる規模のもので
あること」が要件とされてい
る。また，事業の管理を行う
外国人については，事業の
経営又は管理について３年
以上の経験（大学院におい
て経営又は管理に係る科目
を専攻した期間を含む。）要
件が課されている。
外国企業の出店等を通じた
外国からの投資拡大により
地域経済の活性化を図るこ
とが見込まれる地域におい
て，地方公共団体等が外国
企業に対し支店等の施設を
提供する場合に、，本邦にお
ける事業所としての拠点確
保が確実であることとみなし
て，他の「企業内転勤」の在
留資格に係る他の要件を満
たすことを前提に，支店等開
設準備を行う外国企業の職
員に対し在留資格「企業内
転勤」の在留資格を決定す
る。

7 －

＜①について＞
「投資・経営」は，投資して，その投資した事業の
経営活動を行う外国人等に対し与えられる在留
資格であり，前提として相当額の投資が行われ
ることが必要である。地方公共団体が提供する
施設を利用するとしても，投資要件を緩和するこ
とは相当額の投資をしていない外国人に対し同
資格を与えることとなり，日米通商航海条約第１
条の規定等を受けて在留資格を設けている趣旨
からして困難である。
また，就業経験要件については，地方公共団体
において，外国人が専門的・技術的分野の労働
者に該当するか否かの客観的な判断を行う手法
が確立されていない以上，当該要件を緩和する
ことは困難である。なお，事業の経営を行う外国
人には当該要件は課されていない。
また，管理に従事する者の報酬要件を除外する
ことは，低賃金労働者の受入れにつながるおそ
れがあり，困難である。
＜②について＞
単に地方公共団体が実施する支援措置の対象
となる事業所を開設するのみでは，「本邦におけ
る事業所としての拠点確保が確実である」とする
ことは困難であることから，このような措置を講ず
ることは困難である。なお，地方自治体が出資す
る一定の第三セクターが保有する施設も対象と
する予定である。

5 / 10 ページ



15.提案主
体名

19.地域再生構
想の名称

a.地域再
生構想管
理番号

b.支援措置
提案事項管

理番号

c.管理コー
ド

27.地域再生のため
の支援措置に係る

提案事項
（事項名）

28.地域再生のための支援措置
に係る提案事項の内容

31.具体的事業の実施内容 32.提案理由
37.提案事項に関連する
法令、告示、通達等の定

め
38.制度等の現状

39.措置
等の分類

40.措置
等の方法

41.措置等の概要（対応策）
44.地域再生推進室から各府

省庁への再検討要請

45.「措置等
の分類」の

見直し

46.「措置等
の方法」の

見直し
47.再検討要請に対する各府省庁からの回答

香川県
かがわ地域産
業振興構想

2017 2017010 050230
地域の研究開発力
強化のための外国
人研究者集積促進

○ 在留資格の拡大、在留期間
の伸長
・在留資格の拡大：在留資格
「特定活動」に「研究成果を指
導又は教育する活動」を追加
・在留期間の伸長：5年→10年
○ 特区特定事業「外国人研究
者受入れ事業」の対象の拡大
・研究分野を特定せず幅広い
科学技術の分野を対象とする。
・受入研究機関等について、地
域再生計画区域の全ての企業
及び機関に拡大

  現在、本県では糖質バイオク
ラスター特区の「外国人研究者
受入れ促進事業」を活用し、糖
質バイオ分野の優れた外国人
研究者の受け入れやすい環境
を整備している。
  今後、研究成果の事業化に相
当期間の係る分野で外国人研
究者が一層集積するよう、在留
資格の拡大、在留期間の伸長
を行なうとともに、糖質バイオ分
野に限らず、ナノテク分野など
新規成長が見込まれる幅広い
分野についても外国人研究者
の受け入れを促進できる環境
を整備して優れた研究者を集
積することで、地域の研究開発
力を強化する。

  研究成果の事業化までに相
当の期間のかかる分野の外
国人研究者の招聘を容易に
し、また、糖質バイオ分野以
外の分野についても優れた外
国人研究者を受け入れしや
すくするため。

構造改革特別区域法第
２１条

外国人研究者受入れ促進事
業において，在留期間の上
限の特例を設ける等の措置
を実施している。

3 －

外国人研究者については，一定の研究分野につ
いて研究から起業までの在留期間を認めること
により産業の育成を支援するという目的から在
留期間の特例等を認めたものであり，在留期間
の上限の５年から１０年への更なる拡大，在留活
動の範囲の拡大について同様の必要性が認め
られないまま，単純に措置することは困難であ
る。
また，特区計画との整合性が図られていれば，
研究分野の拡大は可能である。
さらに，受入研究機関の指定については，適正
な在留管理の観点から行っているものであり，単
純に地域再生計画全ての受入れ機関を対象とす
ることは困難である。

提案者の要望は、研究成果
の事業化までに相当の期間
のかかる分野の外国人研究
者の招聘を容易にし、また、
糖質バイオ以外の分野につい
ても優れた外国人研究者を受
け入れしやすくするため、在
留資格の拡大、在留期間の
延長などを求めるというもので
あり、その趣旨を踏まえ再度
検討し、回答されたい。

3

前回回答のとおり，外国人研究者について
は，一定の研究分野について研究から起業ま
での在留期間を認めることにより産業の育成
を支援するという目的から在留期間の特例等
を認めたものであり，在留期間の上限の５年
から１０年への更なる拡大，在留活動の範囲
の拡大について同様の必要性が認められな
いまま，単純に措置することは困難である。
また，受入研究機関の指定については，適正
な在留管理の観点から行っているものであ
り，単純に地域再生計画区域内の全ての受
入れ機関を対象とすることは困難である。

香川県
かがわ地域産
業振興構想

2017 2017020 050240
外国人研修生受入
れ制度の拡充

○受入れ可能研修生数の増員
　　　　　　　　　　　（現行の2倍）
○技能実習に係る在留期間の
延長
　　　　　　　　　　　（2年→3年）

  外国人の研修生及び技能実
習生の受入れ可能研修生数の
増加、受入れ期間の延長によ
り、研修生の技術・技能･知識
の習得を充実したものにするこ
とができる。

   県内企業の海外進出に伴
い発展途上国との経済交流
が重要となっており、今後、研
修生の技術・技能･知識の習
得をさらに充実したものにす
るためには現行制度の受入
れ期間の延長や受入れ人数
の増員が必要である。

出入国管理及び難民認
定法施行規則別表第２，
技能実習制度に係る出
入国管理上の取扱いに
関する指針第１の４

技能実習期間は研修活動の
期間と合わせて最大３年以
内の期間となっている。ただ
し，研修活動の期間が９月
以内の場合には，研修活動
の期間のおおむね１．５倍以
内としている。

7 －

研修生の受入れ人数の上限については，適正な
研修の実施体制の確保が見込まれる研修生の
人数を設定しており，この受入れ人数の上限の
緩和は研修制度を悪用した単純労働者としての
受入れを促すおそれがあり，困難である。
また，問題事例が多発していること及び他国の
発展に資する人材の育成を通じての国際貢献と
いう研修・技能実習制度の目的に照らして，定住
化を促すような期間設定は避けるべきであること
から，在留期間の特例を講じることは困難であ
る。

大阪府
国際交流の拠
点形成

2030 2030010 050250

りんくうタウン内の
特定施設での業務
に従事する外国人
についてビザの免
除

りんくうタウン内の特定施設（研
究施設、国際交流施設）での業
務に従事する外国人について
は、ビザ（日本国査証）の取得
を免除

りんくうタウン内において関西
国際空港経由で流入するおそ
れのある感染症に対応するた
め、研究施設への外国人研究
者の招聘や国際交流施設の設
置・運営のために入国する投資
家や技能者の来訪にかかるビ
ザを不要とする。

外国人研究者、技能者等が
活動を行うための入国手続き
を迅速かつ簡易に行うことに
より、核となる施設の機能を
より一層発揮できるようにす
る

6 － 査証については外務省所管である。

東広島市
合併に伴う都
市機能の再編
成

2039 2039070 050260
国合同庁舎建設の
ための省庁間の調
整

各地方機関の合同庁舎の早期
建設のための各省庁間の調
整。

各地方機関の施設・敷地の狭
隘化の解消を図るため、中心
市街地への合同庁舎建設。

地方機関が市内各所にバラ
バラに存在しており、また、施
設・敷地の狭隘化が課題と
なっている。

官公庁施設の建設等に
関する法律（昭和２６年
法律第１８１号）

官公庁施設の建設等に関す
る法律（昭和２６年法律第１
８１号）第９条の２に基づき，
国土交通省の所掌事務と
なっている。

6

官公庁施設の建設等に関する法律（昭和２６年
法律第１８１号）第９条の２により，国土交通省の
所掌事務となっているため。
なお，法務省の施設（刑務所等の収容施設は除
く）についても，建替えにあたっては，単独庁舎か
ら合同庁舎に入居を希望している庁を多数抱え
ているので，国民の利便性，行政サービス等の
向上を図る合同庁舎の整備促進に積極的に協
力してまいりたい。

豊川市、
ＴＭＯ、
豊川地区商
業観光活性
化委員会

万博と地道な
まちづくりによ
る豊川稲荷門
前町観光商業
活性化

1301 1301010 050270
外国人ビザ等の窓
口の一元化による
利便の増進

　入国管理局などビザ発給等
の年間数回の豊川市での出張
窓口設置など、窓口の一元化
を図る。

　市及び若手商店主等のまち
づくり団体がフレンドシップ国及
び相手国企業等と共同で、サテ
ライト館等を設置し、また、ボラ
ンティア等を募り、外国人用の
観光案内所をまちなかに設置
することにあわせ、入国管理局
などビザ発給等の年間数回の
出張窓口設置など、窓口の一
元化を図り、外国人の利便を増
進させることで、外国人観光を
推進する。

　外国人の利便に資する窓口
を国、市、民間等により集約
することで、外国人の豊川に
対する知名度が上がり、外国
人による「門前町」観光の推
進につながる。

出入国管理及び難民認
定法別表第１

外国人観光客については，
在留資格「短期滞在」が与え
られることとなる。

8 －

外国人観光客については在留資格「短期滞在」
が与えられるが，「短期滞在」については，原則と
して期間更新は認められず，この場合，出入国
時以外に出入国審査手続を経る必要はないこと
から，提案にあるような出張窓口を設ける必要は
ない。
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福岡市
福岡アジアビ
ジネス交流拠
点都市構想

2079 2079010 050280
対日直接投資総合
案内窓口の地方へ
の設置

現在、東京のみに設置されてい
る対日直接投資総合案内窓口
を、対内投資を促進する地域に
も設置し、関係省庁の地方出先
機関の対内投資担当窓口を一
元化することにより、中国や韓
国をはじめとした海外からの進
出に対応する。

本市では、外国企業の進出支
援のためのワンストップサービ
ス機能を持つ「アジアビジネス
支援センター」を設置する予定
であるが、同センターと関係省
庁の地方出先機関の対内投資
担当窓口との連携により、より
効果的な外国企業の誘致を図
る。

地方に進出してくる外国人事
業者にとって、日本で事業を
実施する際に必要となる手続
きは煩雑で分かりにくく、具体
的に進出を検討する際の障
害となっている。そのため、地
方における対内投資の促進
にはこのような総合案内窓口
機能が必要である。

法務省対日直接投資案
内規則 （法務省秘総訓
第４９６号 ）第２条「窓口
を大臣官房秘書課に置
く。 」

窓口を大臣官房秘書課に置
き，照会者からの電話，電子
メール，ＦＡＸ，郵便，来訪等
により寄せられた照会等を
受け付け，回答又は所管課
への送付をしている。
なお，平成１５年５月の開設
から現在（平成１６年１月）ま
での９か月間に，当省の窓
口に寄せられた照会等は３
件であり，いずれも，海外か
らのものである。

5 －

窓口は民間事業者だけでなく，各地方自治体又
は関連機関からの照会等も受け付けており，既
に地方自治体からの問合せ等への対応が可能
となっている。

提案者は、対日直接投資総
合案内窓口の地方における
設置を要望しており、これにつ
いて再度検討し、回答された
い。

5 －

　平成15年５月に，各省庁及びＪＥＴＲＯ等に
設置した「対日直接投資総合案内窓口」にお
いて，既に民間事業者だけでなく，各地方公
共団体及び関係機関等からの照会も受け付
けており，地方公共団体からの問い合わせ等
にも対応している。今後，現行制度において
地方自治体から利用しづらい点があるのであ
れば，必要に応じ，関係省庁の地方支分部局
にも同様の窓口を設置することも含めて検討
していくこととしたい。

月舘町

国有施設の開
放・有効活用に
よる地域再生
計画

1082 1082010 050290
国の機関・施設、遊
休国有地等の利活
用規制の緩和

国の機関・施設、遊休国有地等
の利活用を図り、その使用に当
たっての規制を大幅に緩和す
る。

国の機関・施設、遊休国有地等
は、自由に使えることを市区町
村や住民にＰＲする。その使い
方やアイデアは住民に委ねる。
当然、管理上問題ないよう、義
務も負ってもらうのは当然であ
る。申告許可制でなく、届出制
で。

おそらく、現状は「私的」なも
のには使用させないであろう
し、申請主義で、その内容も
「あれ出せ、これを添付しろ、
期間がどうの、内容が」とか
事細かで、結局なんやかや
「使用させない」方向に持って
いこうとしているのでは。役所
は問題がないほうが楽だか
ら。地域再生を目指すからに
は、多少のリスクは必要。住
民活動支援、性善説で。

国有財産法（昭和２３年
法律第７３号）及び「国の
庁舎等の使用又は収益
を許可する場合の取扱
の基準について（昭和３
３年１月７日蔵管第１号）
通達

法務省では，当省の所管に属
する庁舎等（行政財産）につい
て，国有財産法第５条に基づき
管理しているところである。行政
財産とは，国の行政活動を支え
る物的基礎であり，各省各庁が
その行政目的を遂行するため
使用するものである。庁舎等の
行政財産をその用途，目的を
妨げない限度において，国以外
の者に使用収益の許可をする
かどうかは個々の具体的な事
案について判断すべきことでは
あるが，管理機関の自由裁量
によって恣意的になされること
なく，客観的に，かつ，統一的
に処理を行うことが必要である
として，「国の庁舎等の使用又
は収益を許可する場合の取扱
の基準について」（昭和３３年蔵
管第１号）通達において，国の
庁舎等について国以外の者に
使用収益の許可ができる範囲
の基準が定められ，その取扱
いの統一が図られているところ
である。本提案事項は，現状に
おいては，同通達上，許可でき
る場合に該当しないと考えられ
るので実施は困難と言わざるを
得ない。

6

国有財産についての総轄の機関は財務大臣で
あり（国有財産法第７条），法務省は国有財産に
関する制度官庁ではないため。なお，実際の国
有財産に関する事務処理は国有財産法令及び
財務省通達等に基づき行っているところであり，
よって，現時点において本件提案事項に関して
法務省単独での対応は困難であるほか，庁舎管
理上も考慮すべき問題が多いものと考えるが，
制度官庁による通達改正等，規制緩和の検討に
当たっては，当省としても積極的に協力してまい
りたい。

茨城県

ひたちなか地
区の土地活用
及び港湾利用
推進プロジェク
ト

1278 1278030 050300
事業用借地権の設
定期間の延長

　事業用借地権の設定期間（１
０～２０年）を１０～３０年に延長
する。

　事業用借地権の設定期間を１
０～３０年にすることにより長期
の土地利用も可能となり，企業
のニーズに弾力的に対応する
ことができることから，ひたちな
か地区における企業立地が促
進される。

　事業用借地権の設定期間
は，１０～２０年であるが，建
物の税務上の耐用年数は，
店舗等の鉄骨造りの場合は３
０年程度であることから，企業
からは３０年の賃貸期間の要
望がある。そのため，事業用
借地権の設定期間の上限を
３０年まで延長することにより
企業立地を促進する必要が
ある。

○　借地借家法（平成三年法律
第九十号）
（定期借地権）
第二十二条 　存続期間を五十
年以上として借地権を設定する
場合においては、第九条及び
第十六条の規定にかかわら
ず、契約の更新（更新の請求及
び土地の使用の継続によるも
のを含む。）及び建物の築造に
よる存続期間の延長がなく、並
びに第十三条の規定による買
取りの請求をしないこととする
旨を定めることができる。この
場合においては、その特約は、
公正証書による等書面によって
しなければならない。
（事業用借地権）
第二十四条 　第三条から第八
条まで、第十三条及び第十八
条の規定は、専ら事業の用に
供する建物（居住の用に供する
ものを除く。）の所有を目的と
し、かつ、存続期間を十年以上
二十年以下として借地権を設定
する場合には、適用しない。
２ 　前項に規定する借地権の
設定を目的とする契約は、公正
証書によってしなければならな
い。

現行法上，定期借地権の存
続期間については，一般の
場合が５０年以上と，事業用
の場合が１０年以上２０年以
下とされており，２０年超から
５０年未満の間の期間を存
続期間とする事業用定期借
地権の設定は認められてい
ない。

2 Ⅰ

法務省と国土交通省は，連携を取りながら，事業
用定期借地権の活用実態に関する調査を実施
中であり、今後、民間事業者の情報提供協力を
得て、事業用定期借地権の存続期間の上限を引
き上げることについての弊害の有無を見極める
などした上、その是非を慎重に検討していく方針
である（平成１６年度中に検討終了予定）。

貴省の回答には、平成１６年
度中に検討終了予定とある
が、実施予定時期及び実施内
容を明確にされたい。

3

前回の回答のとおり，法務省と国土交通省
は，連携を取りながら，事業用借地権の存続
期間の上限を引き上げることについての弊害
の有無を見極めつつ，上限の制限を撤廃する
こと（事業用借地権の存続期間を１０年以上と
すること）を含め，事業用借地権の存続期間
の上限の引上げの是非について検討を進め
ているところである。
なお，平成１６年度中に検討を終了する予定
であるが，検討の結果，上限引上げの措置を
取るという結論になった場合の実施時期につ
いては，現在，未定である。
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東広島市
合併に伴う都
市機能の再編
成

2039 2039060 050310
国の各地方機関の
行政管轄区域の統
一

市内における国の各地方機関
の行政管轄区域の統一する方
針の決定と統一までの期限の
設定。

合併に伴う新市域内で行政管
轄区域を統一することの政府
の方針決定を求めるとともに、
これが迅速に行われるために
期限の設定を行う。

合併後の新市の一体性の強
化や住民の利便性の向上を
図るため、これらの管轄区域
を同一にすることが必要であ
る。

法務局及び地方法務局
の支局及び出張所設置
規則（平成１３年法務省
令第１２号）

法務局の管轄については，
法務大臣が定めることとされ
ている。

1 Ⅲ
市町村合併等により行政区画に変更がある場合
には，法務局の管轄地域の見直しを検討するこ
とは可能と思われる。

貴省の回答によれば「管轄地
域の見直しを検討することは
可能」とのことであるが、実施
予定時期及び実施内容を明
確にされたい。

5

本件については，現在でも，当該要望主体か
らの要請があれば，当該地域を所管する法務
局において，法務局管轄の見直しを個別に検
討することは可能であるため，所管法務局と
調整願いたい。

㈱東京リー
ガルマイン
ド

「民間事業者」
の範囲

3078 3078010 050320
民間委託先を株式
会社等の事業法人
に限定

行政サービスの民間委託先を
株式会社等の普通法人に限定

行政サービスの委託先を普通
法人に限定し、民間事業者によ
る入札・プロポーザルによるコ
ンペティションを通じて、リーズ
ナブルな行政サービスを実施
する。

民間活力による地域経済の
活性化を実現させるため

①電気通信回線による
登記情報の提供に関す
る法律第３条第１項
②技能実習制度に係る
出入国管理上の取扱い
に関する指針第一の２，
第二の１

①不動産登記，商業登記等
の登記情報について電気通
信回線による閲覧を使用と
する者の委託を受けて，そ
の者に対し，電子通信回線
を使用して登記情報を送信
する業務について（財）民事
法務協会に，②研修・技能
実習制度における外国人技
能実習希望者に係る在留状
況評価等について（財）国際
研修協力機構に，それぞれ
委託している。

3 －

①については，業務を委託する指定法人は，利
用者の利便性と，登記情報システムのセキュリ
ティを確保することを目的として設置するもので
あり，いわば国に代わって登記情報提供業務を
行うものであり，当該業務が営利として行われる
ことがあってはならないことから，指定法人は，
公益法人でなければならないこととしているもの
であり，株式会社等の営利法人に委託すること
は相当でない。
②については，業務委託について本年度中で廃
止する予定である。

石川町
里地里山再生
計画

1112 1112020 050330
里地里山地内の神
社仏閣等習俗施設
に対する公金支出

里地里山地内には、江戸時代
に建築された神社仏閣が存在
し、里山に住む人々のシンボル
的存在になっているため、これ
らの地域管理を行っている施設
を習俗施設及び文化財として修
繕等に公金支出を行いたい。

地域管理の習俗施設（神社仏
閣）の修繕等に対する公金の
支出

神社仏閣は、規模や管理形
態に関係なく宗教施設と位置
付けられているが、里地里山
地内にある地域管理が行わ
れている小さな神社仏閣は、
宗教行事とはほど遠い習俗
行事を執行しているに過ぎな
い。近年は、こうした施設の管
理も十分でなく朽ちていく状
況が見られるが、里山を維持
してきた人々の心のよりどこ
ろでもあり、自然と共に里山
の景観を守るために必要な施
設であることから、公金支出
をを可能としたい。

－ － 6 － 法務省は憲法を所管しない。

神奈川県
国際観光県
「かながわ」推
進構想

1285 1285010 050340
海外からの観光客
のビザの免除等

現在、北京市、上海市、広東省
のみで発給されている中国の
団体旅行のビザについて、対
象地域の拡大、免除等の措置
を実施。また、県、市町村等が
交流を行っている地域（神奈川
県については中国遼寧省、韓
国京畿道）についてのビザの発
給、免除の実施。

姉妹都市等との観光交流の一
層の拡大を図るとともに、海外
観光展への出展、海外ﾏｽｺﾐ招
聘事業等を通じ、海外から観光
客を誘致する。

ビザの免除等の措置により、
観光客が来訪しやすくなり、
観光客の増大が見込まれる。
また、中国の姉妹都市等につ
いてはビザが発給されず交流
の妨げになっている。

－ － 6 －

査証については外務省所管であるが，中国団体
観光旅行のための査証の発給対象地域の拡大
については，現在関係省庁及び中国当局間にお
いて協議中である。
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富山県
とやまの観光
資源活性化プ
ロジェクト

1292 1292020 050350

中国からの観光客
を誘致するため、中
国から日本への観
光旅行の査証(ビ
ザ)免除の実施

中国との国際観光交流を一層
促進するため、中国から日本へ
の観光旅行の査証(ビザ)免除
の実施を求めるもの。

　中国との国際観光交流を一
層促進するため、中国から日本
への観光旅行の査証(ビザ)免
除の実施を求める。

　特に、次の地域について、格
段の配慮を要望する。
　
１　平成12年９月から訪日団体
観光旅行への観光ビザ（査証）
が発給されている、上海市、北
京市、広東省

２　富山空港から国際定期便が
就航している遼寧省

１　観光産業は、雇用の創出
や消費の拡大を促進し、２１
世紀における成長産業として
期待されているところである。
特に現下の厳しい経済情勢
において、外国人観光客の誘
致を促進し、国際観光の振興
を図ることが期待されている。

２　こうしたなか、著しい経済
発展を続け、本県から国際定
期便が就航する中国につい
て、日本への観光旅行の査
証(ビザ)免除を実施すること
は、本県の観光振興を図るう
えで、極めて重要である。

－ － 6 －

査証については外務省所管であるが，中国団体
観光旅行のための査証の発給対象地域の拡大
については，現在関係省庁及び中国当局間にお
いて協議中である。

宮城県

緊急経済産業
再生戦略事業
（中国観光客
仟客萬来構
想）

1394 1394010 050360

巨大旅行市場であ
る中国におけるビ
ザ発給対象地域の
拡大

法務省入国管理局に対し，中
国におけるビザ発給対象地域
を現在の「北京市・上海市・広
東省」から他地域に拡大するよ
う要望するもの。

中国においてビザ発給対象地
域が拡大されることにより，訪
日観光客の増加が期待され
る。宮城県は，中国においては
知名度がほとんどないため，中
国旅行エージェントを招請し，
本県の観光資源（中国革命の
思想的支柱で，中国人の心の
より所となっている「魯迅」の留
学先である仙台をはじめ，日本
三景松島等）を視察してもらい
旅行商品造成につなげ誘客促
進を行いたい。また，中国の送
客現場では，旅行エージェント
の店頭従業員の口コミ情報が
旅行先を大きく左右することか
ら，これら従業員等に本県をＰ
Ｒするポスターや観光ビデオ（Ｖ
ＣＤ）等を作成し

巨大旅行市場である中国で
は，北京市・上海市・広東省
の３地域在住者しか団体旅行
ビザの発給を受けられないた
め，同地域以外に住む人々
は，訪日旅行をしたくてもでき
ない状況にある。宮城県で
は，中国人観光客を広く誘致
しようと考えているが，３地域
に限定されていることは，中
国観光客誘致の大きな障害
となっている。

－ － 6 －

査証については外務省所管であるが，中国団体
観光旅行のための査証の発給対象地域の拡大
については，現在関係省庁及び中国当局間にお
いて協議中である。

神戸市
神戸国際集客
観光都市構想

2024 2024070 050370
中国天津市への訪
日団体観光旅行の
対象地域の拡大

中国国民の訪日団体観光旅行
の対象地域の拡大（北京市、上
海市、広東省のみに認められ
ている訪日団体観光旅行対象
地域への天津市の追加）

中国国民の訪日団体観光旅行
の対象地域の拡大（北京市、上
海市、広東省のみに認められ
ている訪日団体観光旅行対象
地域への天津市の追加）

神戸市と友好都市提携を締
結している中国天津市からの
観光客誘致の促進

－ － 6 －

査証については外務省所管であるが，中国団体
観光旅行のための査証の発給対象地域の拡大
については，現在関係省庁及び中国当局間にお
いて協議中である。

京都府
観光都市ｋｙｏｔ
ｏケータイサ
ポート構想

2056 2056070 050380

中国における訪日
団体観光旅行対象
地域の拡大に向け
た要請

中国において訪日団体観光旅
行の対象となっている地域は、
現在、北京市・上海市・広東省
の３地域のみが試験地域として
指定されているが、この対象地
域を拡大するよう中国に要請

・拡大された地域に対するプロ
モーション活動やファムトリップ
事業を通じ、日本への誘客拡
大を図っていく。
・900,000人程度のインバウンド
拡大効果が見込める。

・経済発展の著しい中国で
は、各地で旅行需要も高まっ
ており、北京市・上海市・広東
省以外の地域においても訪
日団体観光旅行が解禁され
ると、大幅な誘客の拡大につ
ながることから、こうした働き
かけを行っていく必要があ
る。

－ － 6 －

査証については外務省所管であるが，中国団体
観光旅行のための査証の発給対象地域の拡大
については，現在関係省庁及び中国当局間にお
いて協議中である。

9 / 10 ページ



15.提案主
体名

19.地域再生構
想の名称

a.地域再
生構想管
理番号

b.支援措置
提案事項管

理番号

c.管理コー
ド

27.地域再生のため
の支援措置に係る

提案事項
（事項名）

28.地域再生のための支援措置
に係る提案事項の内容

31.具体的事業の実施内容 32.提案理由
37.提案事項に関連する
法令、告示、通達等の定

め
38.制度等の現状

39.措置
等の分類

40.措置
等の方法

41.措置等の概要（対応策）
44.地域再生推進室から各府

省庁への再検討要請

45.「措置等
の分類」の

見直し

46.「措置等
の方法」の

見直し
47.再検討要請に対する各府省庁からの回答

長崎県
東アジアとの
観光交流計画

2121 2121020 050390
中国人団体観光短
期滞在査証の発給
対象地域の拡大

現在、中国人団体観光ビザの
発給対象地域は、「北京市」、
「上海市」、「広東省」の３地域
の住民に限られているが、天津
市、山東省、浙江省、江蘇省、
遼寧省などに発給対象地域を
拡大していただきたい。

中国の人口は約１３億人であ
り、世界最大の人口を有するた
め、観光市場の大きなマーケッ
トとなる。このため、現在ビザ発
給地域が限定されているが、こ
れがさらに拡大すれば、中国か
らの観光客が大幅に増大する
と考えられる。これに伴い、地
域経済の活性化及び雇用創出
が期待できる。

中国でのビザ発給地域が拡
大されると観光客の大幅な増
加が見込まれるので提案す
る。

－ － 6 －

査証については外務省所管であるが，中国団体
観光旅行のための査証の発給対象地域の拡大
については，現在関係省庁及び中国当局間にお
いて協議中である。

石垣市
光と風　ゆめみ
らい交流都市
いしがき

2169 2169020 050400
台湾－石垣間のプ
ログラムチャーター
便の定期的運航

第三種である石垣空港に、定
期便としてではなく「プログラム
チャーター便の定期的運航」と
して、年に１度「年間運航計画
表」を作成提出して定時運航を
実現したい。

石垣市の行事やイベントとリン
クさせたプログラムチャーター
便年間定期運航計画の作成や
マリンレジャーの適地がない台
湾側から強い要望のあるマリン
スポーツやダイビングなど海洋
レジャーを中心とした観光ルー
ト創出及び中国語表記のガイド
ブック・ガイドマップの作成、中
国語の話せるガイド育成支援
など、各種観光・リゾート産業関
係機関や市民の協働参画への
広報など石垣市民一体となって
受け入れに必要な体制を整
え、地域活性化を図る。また、
国内向けには石垣島が「行きた
い観光地」の全国ベスト１０上
位にランクされ、観光リゾートが
好調なこと

現制度では入管法上の指定・
臨時的期間の束縛があり、石
垣空港において、手続きに莫
大な時間とコストを要する。県
庁所在地よりも近距離にあ
り、ニーズも高い台湾への定
期的運航可能な直行便が実
現可能となれば、国境の地の
利を活かしたまちづくりの起
爆剤とし、国際観光リゾート産
業の収益増加に伴う、地域全
体の活性化が図れる。

－ － 6 －

プログラムチャーター便の定期的運航について
は，国土交通省所管である。
なお，石垣空港における出入国審査について
は，石垣港出張所の職員において対応してい
る。
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